
※ 1  CO2排出量原単位とは、CO2総排出量を契約数で除した値

　通信サービスを提供する為には、通信設備の電力消費だけではなく、通信機械室の空調設備の電力消費等、多くの
エネルギーを消費しています。
　当社では、「2010年度に、2000年度を基準として、契約数あたりの CO2排出量原単位（※ 1）を 15％以上削減する。」
ことを中長期の行動計画目標に掲げるとともに、2007年度行動計画目標として CO2排出量原単位（※ 1）の削減率を
2000年度比で 0％以下にすることを目標として活動してきました。

TPR運動による省電力化の推進

取り組みの総括

　ICT化に伴う情報流通社会の進展により、通信用電力エネルギー消費量の増加傾向が今後も続くことが予想されま
す。こうした状況を踏まえ、当社は NTT グループ各社とともに、「トータルパワー改革（TPR）運動」を推進していま
す。TPR運動は、クリーンエネルギーシステム導入による電力自給率の向上、電力使用効率のより良い設備への更改、
設備の保守・運用部門における効率的な空調運転の調整・維持など約 80項目の施策により、全社的な省電力化を推
進するものです。
　具体的には、下図のように TPR運動推進体制を構築しており、関連部門が一体となって電力の使用を抜本的に改革
していく施策を実施しています（図 2）。

2007 年度実施結果

　2000年度比で削減率 0％以下を目標としていました
が、0.58％の増加となり、電力消費量は依然増加傾向が
続いていますが、削減に向けて引き続き努力していき
ます（図 1）。
　主な増加要因は、CO2総排出量の 95％を占める電力
の使用において、使用量自体が増加したことと、CO2

排出量を換算する係数を 2006年度の「地球温暖化対策
の推進に関する法律施行令」に基づき、各電力会社の係
数を使用したためです。当社の CO2排出要因としては、
電力使用・社用車使用・燃料（ガス・石油）使用とがあ
りますが、次項よりそれらの実施結果および取り組み
等について記載します。

図 1　CO2総排出量および CO2排出量原単位の推移

※電力使用量の CO2排出係数について
　・2004年度までは電気事業連合会発表の係数を使用しています。
　・2005年度は、2004年度の係数を使用しています。（0.378kg-CO2）
　・2006、2007年度は、「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」に
　　基づいた各電力会社別の係数を使用しています。
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図 2　2007年度の体制図
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2007 年度実施結果

　通信サービスは、主として固定電話網によるサービ
スとインターネットプロトコル（IP）による通信網を利
用したサービスに分けられますが、それぞれに異なる
通信設備を使用します。近年、インターネットの急速
な発展とともに IP通信サービスのための通信設備に
よる電力需要が急速に増大しています。一方、コロケー
ション（※ 1）やハウジング（※ 2）等により、当社施設内
に配置される他事業者通信設備への供給電力も増加し
ています。
　2007年度は、TPR施策により電力使用量を 0.37kWh

（CO2排出量：1.54万t-CO2）削減しましたが、IP関連
設備の増加やコロケーション設備の増加により電力使
用量が増加し、前年度より0.01億kWh（CO2排出量：0.06
万t-CO2）増加しました（図 3）。

図 3　電力使用量による CO2排出量の推移

※ 1　当社と他の通信事業者とのネットワークを相互接続するために必要と
　　　なる通信装置などを当社の通信施設内に設置すること。
※ 2　当社の通信施設内に、ユーザ等の通信機器（サーバ、ルータ等）を設置し、
　　　その機器を当社で管理・保守すること。

※電力使用量の CO2排出係数について
　・2004年度までは電気事業連合会発表の係数を使用しています。
　・2005年度は、2004年度の係数を使用しています。（0.378kg-CO2）
　・2006年度は、「地球温暖化対策の推進に関する法律施行令」に基づいた         
　　各電力会社別の係数を使用しています。 
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　今後も引き続き、電気使用量削減に向け、抜本的な取
り組みを進めていきます。

クリーンエネルギーシステムの導入

　当社では地球温暖化防止活動の一環として、自然エネ
ルギーを利用した発電設備の導入を推進しています。
　2007年度末時点における太陽光発電設備の導入数は
47設備であり、年間 32万kWh の電力を発電しました

（図 4）。これは甲子園球場約 6個分に等しい面積の森林
が 1年間に吸収する CO2に相当します。
　次ページで「グリーン NTT」に関する取り組みをご
紹介させて頂きます。

富山支店

東田地方ビル－①

　発 電 量：11MWh/ 年

東田地方ビル－②

　発 電 量：0.1MWh/ 年

金沢支店

金沢鳴和ビル

　発 電 量：13MWh/ 年

日之出町ビル

　発電量：0.1MHh/ 年

出羽町ビル（※）

　発電量：0.1MHｈ/年
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島田ビル

発  電  量：12MWh/ 年

静岡支店

兵太夫ビル

発  電  量：13MWh/ 年

静岡支店

南熱海交換所

発  電  量：12MWh/ 年
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蒲郡ビル

発  電  量：11MWh/ 年

名古屋支店

　天白RT-BOX

　　発  電  量：1MWh/ 年
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　　発  電  量：1MWh/ 年

　瀬戸RT-BOX

　　発  電  量：1MWh/ 年

　前芝RT-BOX

　　発  電  量：1MWh/ 年

　川田RT-BOX

　　発  電  量：1MWh/ 年

　猿投RT-BOX

　　発  電  量：1MWh/ 年

　東刈谷RT-BOX－１

　　発  電  量：1MWh/ 年

　東刈谷RT-BOX－２

　　発  電  量：1MWh/ 年

　深溝RT-BOX

　　発  電  量：0.6MWh/ 年

　生路RT-BOX

　　発  電  量：1.2MWh/ 年

神野新田RT-BOX

　発  電  量：1.2MWh/ 年

 飯村 RT-BOX

　発  電  量：0.6MWh/ 年

 拾石 RT-BOX

　発  電  量：0.6MWh/ 年

 津島 RT-BOX

　発  電  量：0.6MWh/ 年

 第一高蔵寺RT-BOX

　発  電  量：0.6MWh/ 年

 瀬戸 RSBM

　　発  電  量：0.2MWh/ 年

 天白 RSBM

　　発  電  量：0.2MWh/ 年

八事RSBM

　　発  電  量：0.2MWh/ 年　

水野RSBM

　　発  電  量：0.2MWh/ 年　

　三重支店

　津島崎RT-BOX

　　発  電  量：1.2MWh/ 年

　水ヶ平無線中継所

　　発  電  量：7MWh/ 年

　江戸橋RT-BOX

　　発  電  量：0.6MWh/ 年

桜橋ビル

　発  電  量：0.2MWh/ 年

一身田RT-BOX

　発  電  量：0.6MWh/ 年

津桜橋ビル（※）

　発  電  量：5.4MWh/ 年

名古屋支店

矢田ビル

発  電  量：13MWh/ 年

京都支店

京都深草別館

発  電  量：21MWh/ 年

京阪奈ビル

発  電  量：7MWh/ 年
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発  電  量：21MWh/ 年
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馬場町ビル
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広島支店

宮島口交換所

発  電  量：8MWh/ 年
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※：太陽光と風力のハイブリッド発電

47ビル  総発電量 : 324.66ＭＷｈ

図 4　太陽光発電運用状況（2008年 3月末現在）

NTT西日本馬場町ビル
屋上のソーラーシステム

三重水平無線中継所の
ソーラーシステム
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T o p i c s

ヒートスポット解消による電気使用量削減施策

　安定した通信サービスを提供するためには、通信機器のメンテナンスだけではなく、通信機械室の温度マネ
ジメントも非常に重要な要素となっており、装置の許容温度を超えた場合には運転の停止や装置寿命の短縮
等の問題が生じます。しかし、通信機械室の消費電力の 3～ 4割を空調設備が占めていることから、必要以上
に冷やしすぎず適正な温度設定を実施するなど、空調機の稼動を少なくする取り組みが重要となります。
　NTTネオメイト東海支店岐阜事業所の通信機械室の温度調査を実施した結果、設備の発熱量の違いや空調
機との位置関係などの影響により、局所的に高温空気の熱溜り（ヒートスポット ）が発生していることが判明
しました。その為、NTTネオメイト東海支店岐阜事業所では岐阜エリア 28ビルにおいて、最適な吸気通路
（コールドアイル）、排気通路（ホットアイル）形成の為、二重床パネル（穴あきパネル）を適正に配置しました。
また、上部装置の排気を下部装置が吸気していた為、導流板を設置し、上部装置の排気を裏面へ導流させるな
ど温度環境最適化施策を行いました。
　今後は、NTT西日本全体の通信機械室への拡大を予定しています。

　現場（ビル ）調査を実施していたところ、通信機械室フロア内で温度の差があることに気が付き、温
度測定等の調査後、ヒートスポットの存在が判明しました。このヒートスポットを解消し、フロア内の
温度を均一化できれば空調機の効率運転に繋がり、電気使用量も削減できると考えこの施策に取り組
みましたが、ビルの状況により様々な課題があることや、関連会社及び各部門の協力を得ないと実現
できないものでした。
　その後検討を進め、フロア内の気流確保と特定装置の排熱対策により、ヒートスポットを解消し適
切な吸気が確保できました。結果、空調機の運転効率向上により電気使用量を削減できましたが、常
に変動する設備状況、排熱対策品の試作品作成等、いくつかの課題については、周りのサポートと関連
部門の協力がなければ解決できなかったと思います。
　今後は全社展開を推進し、電気使用量の削減推進により地球環境保護の一助になればと考えています。

NTT ネオメイト 東海支店
現場力向上推進部エンジニアリングセンタ

ネットワーク計画担当

山田 直輝

私のアクションプラン

NTTグループ全体で自然エネルギーの利用を推進する「グリーンNTT」を発表

　2008年 5月、ソーラーシステムを中心とした自然エネルギー利用を促進する「グリーンNTT」を発表しました。
　NTTグループはこれまでに112箇所で1.8MW規模の自然エネルギー発電システムを導入してきましたが、「グリー
ンNTT」はさらなる地球温暖化防止活動として、2012年までに 5MW規模のソーラーシステムなどの導入を推進します。

↑
ヒートスポット発生

↑
ヒートスポット改善
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ガス・燃料の削減

2007 年度実施結果

　当社の所有している主な建物で消費する、ガス（主に
CGS で使用）、燃料（主にボイラ－で使用）からの CO2

排出量の 2007年度実績は約 0.93万t-CO2（前年度約 1.7
万t-CO2）であり、燃料（ガス・石油）による CO2排出量
は全社的な節減努力により前年度より 0.77万t-CO2削
減できました（図 1）。
今後も引続き、燃料（ガス・石油）の消費量節減に向け
て取り組んでいきます。

図 1　ガス・燃料による CO2排出量の推移

（万 t-CO2）
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電力使用効率のより良い設備への更改

　設備更改による低消費電力化既存設備で使用する電
力において、デジタル交換機が使用する電力の割合は
大きく、省エネタイプの交換機へ更改を計画的に進め
ています。
　2007年度は 522 ユニットの更改を行いました（図 5）。

図 5　交換機更改による電力消費量の削減例
( 単位：万 kWh/ 交換機・年）

4.9
消費電力約33%削減

3.3

旧型交換機 新型交換機

更改

空調設備の効率運転の維持

　NTT西日本では、通信設備の設備環境を適正に保つ
ために多くの空調設備を所有しており、その運用管理
には特に気を配っています。
通信機械室では年間を通し冷房運転を行いますが、特
に稼働率の高くなる夏季前を基本として年間 1 ～ 2回
の、フィルターと室外機の洗浄を行っています。これに
より、熱交換率を高め、エネルギーの効率的な利用に努
めています。水道設備が近くにないベランダ等に室外
機が設置されている例もあり、ホースを繋いだり、バケ
ツで水を運んだりという作業も時には必要となります。
　通信空調設備の電力は年間 1,300kWh/台程度にな
ると試算され、こうした地道な努力により、2007年度
は NTT西日本全体で 2,800万kWh の削減効果を上げ
ることができました。

空調設備のフィルターを洗浄
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社用車からの CO2排出量抑制

2007 年度実施結果

　NTT西日本グループ（※ 1）では、社用車の使用にと
もなう CO2排出量を抑制するため、次項に示す「エコ・
ドライブ運動」に取り組んでいます。また、車両台数の
適正化および低燃費車・低排出ガス車の導入も積極的
に行っています。2007年度時点では、約 50.1％が低燃
費車および低排出ガス車（※ 2）となっています。2007
年度の社用車からの CO2排出量は、目標値の 3.24万
t-CO2に対して 3.37万t-CO2となり目標を達成できま
せんでした（図 1）。理由は、2007年度より対象組織を 
NTT西日本グループ 51社及び、NTT ビジネスアソ
シエ西日本に拡大した為によるものです。

図 1　社用車における CO2排出量の推移

※ 1　2002年度までは、NTT西日本を対象としています。
※ 1　2002年度より NTT ネオメイトグループ、NTT マーケティングアクトグループまでを対象としています。
※ 1　2007年度より NTT西日本、NTT西日本グループ 51社一及び、NTT ビジネスアソシエ西日本を対象としています。
※ 2　低燃費車とは平成 22年度燃費基準達成車を、低排出ガス車とは、平成 17年度排出ガス基準 50％・75％軽減認定車をそれぞれ表しています。
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エコドライブ運動

　NTT西日本グループでは約 1万 5千台の社用車を保
有しています。これら社用車の使用に伴う CO2排出量を
抑制するために、従来から実施してきた「アイドリング
ストップ運動」の取り組み内容に、新たに環境に優しい
運転方法についての内容を加え、「エコ・ドライブ運動」
として 2004年度から取り組みはじめました。
　具体的には「走行前」「走行中」「駐停車時」等の各場面

図 2　エコドライブ実践マニュアル

「アイドリングストップ」の啓発ステッカー

における環境に優しい運転方法を図解した資料（図 2）を
作成し、社用車を運転する社員を中心に周知しています。
　更に社員意識の向上施策として（社）日本自動車連盟

［JAF］が主催する「エコ・ドライブ宣言」に参加する取
り組みを進め、社用車を運転する社員を中心に約 5万人
の社員が宣言書に署名し、環境に優しい運転を推進して
います。

エンジンブ
　　レーキの活用

駐停車その他の省エネ

違法駐車はやめましょう

他し害阻をれ流通交の囲周とるすを車駐法違
。すまりなにとこるい強を費消料燃の大多に車

後続車をせき止める無理な右折はやめましょう

を費消料燃の大多うなもとに進発・止停に車続後
。すまりなにとこるい強

他車への配慮 を間時が台１、はに合場い多が数台む込き巻。んせまりあはでとこのけだ分自は転運ネエ省
。すまりなにとこく招を失損のも分倍何の果効の転運ネエ省るす成達てけか

冬 氷雪対策（視界確保）

● フロントウィンドのカバー

● 建物の壁に向かって駐車

● 朝陽のあたる向きに駐車

建物からの放射熱で霜がつきにくくなります。
ただし、屋根等からの落雪には注意しましょう。

屋根付き車庫がない時はいろいろ工夫が必要です。

風で飛ばされないように、しっかり止めます。
凍り付かないよう被せるまえに水気を取り除きます。

● 日陰に駐車

● 日陰がない時はサンシェードなど覆いを活用

出発までに日の出から十分時間があればかなり有効です。

１．アイドリングストップ
のく多 自治体で条例 りよに アイドリングストップは義務付け 。すまいてれさ

に時車停駐、めたるすに効有をプットスグンリドイア 次の走行（ 翌日以降の走行）への備え 。すで要重が事るすを
号２第環技西（針指み組り取の」動運プットス・グンリドイア「『 >1.7.11H< 。とこる守を』）

ワンポイント！

１．急発 ・ 急加速の抑制 ３．惰性走行の実施２．定速走行の実施

運転操作の流れ

周囲の流れに合わせて、
アクセル操作のみで
一定の速度を保つ。

・ アクセルは徐々に踏み込むと
AT車の場合は早めのシフト
アップが可能です。

・ ＭＴ車は早めのシフトアップ
を心掛けます。

走行中の車の走り続けよ
うとする性質（ 慣性）を
利用する。

Km/hKm/h

止停終最 は キーレブトッフ で！ 間時

・進発急．１ 制抑の速加急
く早、とるす速加とりくっゆで数転回ンジンエい低りよ・ え抑を費消料燃の時進発、めたるきでプッアトフシをアギ

すまきでが事る 。
行走速定．２ 施実の

すまし費消く多を料燃、は行走状波す返り繰を速減加に繁頻・ をーギルネエたえ蓄はとこるす速減み踏をキーレブ。
のめたす戻に度速の前速減にらさ、りなととこるて捨てしと熱 。すまし費消を料燃の上以時行走度速定、ばれすを速加

行走性惰．３ 施実の
前台数、ち保に分充を離距間車・ 等プンラキーレブの車の ルセクアし握把に期早を況状の方前 料燃りよにとこす放を

減節が費消 。すまれさ
キーレブンジンエ．４ 用使の

ンジンエの定一とるす用使をキーレブンジンエていおに時速減・ 車な分充。すまれさトッカが給供料燃はでま数転回
用使をキーレブンジンエのめ早でとこつ保を離距間 。すまれさ減節が費消料燃、きでがとこるす

４．エンジンブレーキ
の使用

燃料供給をカットする
エンジンブレーキを利
用し減速する。

走行前の省エネ

＞会協ヤイタ車動自本日：典出＜。位一第率良不で％4.81が」足不圧気空「はで別目項、2.8％は両車るあが良不備整にヤイタ◆

が8.5％費燃てべ比
に両車たし用使でヤイタの圧気空定指は両車たし行走でヤイタの圧気空い低％03りよ圧気空定指カーメ車動自◆

＞ータンセ活生民国：典出＜。すまりなと因要のどな」損破のヤイタ「」耗磨偏のヤイタ「他のそ。化悪

2. タイヤの空気圧チェック

１．余分な荷物を下ろす
。すませさ化悪を費燃の時速加は増量重●

。す外はアリャキフールな要不・

、は等具工
、具器な要不等るいてっなにままだん積・

。すろ降に前転運

300250 200 15010050    0
)gk(分加増量重

燃
費
悪
化
率
）％（
2

4
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8

10kgで0.31％の
燃料が悪化

不要な器具・
工具等

不要なルーフキャリア

エコ・ドライブの実践
～地球温暖化防止のために、私たちが出来ること～

夏 車内の高温対策

進

早いめに
アクセルから
足を離す

速
度

1.
2.
3.

取
り
組
み
事
項

。底徹の充補の合場の圧気空な正適不び及）視目はくしもジーゲアエ（検点の時業始●
。う行を整調くし正もと本４ヤイタはていおに時整調●

。充補に）度程2mc/apk1.0（め高は合場るいてっなく熱にです。るす整調に時るいてえ冷●
。るす頼依に者任責所油給るす用使に主を」充補・検点圧気空ヤイタのへ両車全車用社TTN「●

＞ントスジリブ㈱：典出＜。下低2mc/apk１0～20で間月カ１は圧気空のヤイタ◆

急発進・急加速の抑制
十分な車間距離の保持

波状走行の禁止

ブレーキ

走行中の省エネ
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「チームマイナス 6%へ参画」

　NTT西日本グループは、京都議定書の発効に伴って政府が国民運動として開始した「チーム・マイナス 6％」を、社
内における地球温暖化防止に向けた企業文化の定着化の機会と捉え、本運動に参加するとともに、全社員の省エネ意
識の徹底を図るため、下記の施策に取り組んでいます。

NTT西日本グループは、「チーム・マイナス6％」に参加しています。

主な取り組み内容

1.適正冷房（28℃）、適正暖房（20℃）の徹底 
　当社では、夏期においては冷房を 28℃、冬期におい
ては暖房を 20℃に設定することを徹底しています。
　特に夏期における適正冷房の徹底を図るために、「夏
の軽装（クールビズ ）」を実施しています。2007年夏期
においては 6月から施策展開を行うことにより、快適
性と省エネ運動の早期展開を図りました。この取り
組みによる年間削減電力量（想定）は約 610万kWh（約
2,310t-CO2）となります。これは、甲子園球場約 110個分
に等しい面積の森林が 1年間に吸収する CO2量に相当
します。
 
2.各種節電施策の実施 
　社員一人ひとりの節電意識の高揚を図るため、電灯、
空調、OA機器等の不必要／不使用時の電源オフにつ
いて更なる徹底を実施しています。

啓発用ポスター（上：2007年夏、下：2007年冬）

活
動ト
ピックス ライトダウンキャンペーンの実施について

NTT 西日本京都支店・NTT 西日本ーみやこでは、京都市の地球温暖化防止に向けた取り組みの
一環として、1 年で一番昼間の長い夏至の時期に事務室、廊下等の一斉消灯を 3 ビル（三条ビル、
七条ビル、吉田ビル）でおこないました。（実施期間：2007 年 6 月 22 日～ 6 月 24 日）
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屋上緑化

　毎年、都市部と近隣部との夜間の気温差が異常に大きいヒートアイランド現象が起こっています。

　その代表的な要因としては、道路、建物で使用しているアスファルトやコンクリートが日中に蓄積した熱を

夜間に大気中に放出し、その為、気温が下がらないと言った事やオフィスビルの建設による風の流れの遮断、

空調設備の人工廃熱などが考えられています。

　ヒートアイランド現象対策として期待されているのが、屋上緑化です。

通常オフィスビルの屋上などの敷地は、未活用の場合が多く（図 1）、その未活用の敷地に、植物等を植えるの

が屋上緑化です。屋上緑化は、植物の蒸散作用により温度上昇を防ぐ効果的な方法であり、一定の条件で屋上

緑化を条例で義務付けている都市もあり、また、多くの都市で助成金が出るようになっています

　テルウェル西日本では、都市部におけるヒートアイランド現象対策として、天然ゼオライトと一般の飲食店

から出た食用廃油を組み合わせて作った環境に配慮した専用土を使用し、2007年 8月からテルウェル西日

本本社ビル別館の屋上緑化を行いました（図 2）。

図 2　屋上緑化後図 1　屋上緑化前

T o p i c s




